（財）県民ボランティア振興基金　災害ボランティア活動促進事業
平成２３年度災害避難者支援事業実施要項
23.6.27　
１．内容
 (イ)　東日本大震災にかかる県内への避難者を対象に、生活や就労支援等を実
　　 施する団体に対して、その活動経費の一部を助成します。

　(ロ)　税、会計、法務、労務などの専門的な知識を有する者等が、東日本大震
災にかかる県内への避難者を対象に、専門分野等に関する相談会を無償で
実施する場合、その実施に必要な経費の一部を助成します。
※上記(イ)(ロ)をもって、県内の災害ボランティア活動の推進と東日本大震災
にかかるボランティアの輪の広がりを図るものとします。
２．事業実施期間
　平成２３年６月27日～平成２４年３月３１日
（※終期は延長も含め、変更する場合があります）
３．事業実施主体（事業申請対象団体・個人）

（イ）または（ロ）のいずれかに該当するものであること。

（イ）長崎県内に主たる事務所を置く、東日本大震災にかかる県内への避難者を対
象に生活や就労支援等を実施する団体で、かつ下記①③④⑤の要件を満たす団
体であること。
（ロ）長崎県内に主たる事務所を置く、税、会計、法務、労務などの専門的な知識
　　を有する者等で、かつ下記②③④⑤の要件を満たす者であること。
①特定非営利活動法人、ボランティア団体、公益法人、社会福祉法人、学校法人、

地縁組織、協同組合等の民間非営利組織・団体であること。
②弁護士、司法書士、税理士、会計士、行政書士、社会保険労務士、中小企業診断

士のいずれかの資格を有する個人又は当該資格を有する者で構成する団体である
こと。

③著しく特定の個人又は団体の利益を図る活動を実施している団体・個人ではない
こと。

④宗教活動又は政治活動（政策提言活動は除く）を主たる目的とする団体・個人で
はないこと。

⑤暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体・個人ではないこと。
４．事業要件

　　・ボランティア活動の原点である自己責任・自己完結を徹底すること。

・東日本大震災の県内への避難者との調整は自らの団体・個人において責任を持っ
て行うこと。
５．支援の内容
（イ）１実施主体あたり年度内２回まで、以下のとおり支援します。

(1)対象経費

事業に必要な消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、燃料費、使用料賃借料
　※ただし、事業に直接必要な経費に限ります。

以下の経費は対象経費外となりますのでご注意ください。

備品購入（購入金額３万円以上のもの）、事務所の家賃、電話代、インタ

ーネット接続料

(2)支援限度額

支援対象経費（交付対象経費支出額から事業に伴う収入を差し引いた額）の
10/10以内とし、上限２７０千円迄とします。

（ロ）１実施主体の1回の相談会につき、以下のとおり支援します（年度内３回まで）。
(1)対象経費

　事業に必要な消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、使用料賃借料、交通費
　※ただし、事業に直接必要な経費に限ります。

以下の経費は対象経費外となりますのでご注意ください。

備品購入（購入金額３万円以上のもの）、事務所の家賃、電話代、インタ

ーネット接続料

(2)支援限度額

支援対象経費（交付対象経費支出額から事業に伴う収入を差し引いた額）の
10/10以内とし、上限５０千円迄とします。

６．実施手順

　　災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱により実施します。

　　(1)交付申請
	提出書類
	別紙様式により申請書を１部提出して下さい。
①災害ボランティア活動促進事業支援金交付申請書（様式第１号）
② 事業計画書（様式第７号または８号）
【以下、団体のみ添付】

③申請団体の組織運営に関する規則（定款、規約等）。複数の団体が共同
で企画実施する場合、各団体分を提出。（以下④～⑤も同じ。）

④申請団体の本事業年度の事業計画書（様式自由）

⑤申請団体の本事業年度の収支予算書（様式自由）


　　(2)支援対象者の選定
　　　　当財団において、具体性、実現性の視点により(1)の交付申請書を審査し、支援対象者を選定します。

　　(3)報告

	提出書類
	別紙様式により実績報告書を１部提出して下さい。
①実績報告書（様式第12号）
②災害避難者支援事業報告書（様式第1８号または１９号）
③支出証拠書類（支援金の対象となった経費のうち、１件の支出金額が３
万円を超えるものの領収書等を添付すること。当該時点で未払いの場合
は、後日速やかに提出してください。）

	提出期限
	支援を受けた事業の終了した日から20日を経過した日、または翌年度4月10日のいずれか早い日までに提出してください。


７．支援額及び支払い方法　
(1)支援額
採択となった事業について、支援金限度額の範囲内で決定します。
(2)支払い方法
事業終了後、事業実施主体からの事業報告書（様式第１２号）及び請求書（様式第２１号）の提出後支出します。
	提出方法
	持参又は郵送

	提 出 先
	〒850-0862 長崎市出島町２番１１号　長崎県男女参画・県民協働課内             （財）県民ボランティア振興基金　担当：岡村
　  TEL  095-827-7616

    FAX  095-822-4739

  E-mail: v-kikin@eos.ocn.ne.jp 
    ホームページ　http://volu-npo.jp/


様式第１号（第３条関係）
                                                 　　　　　　　　　　年　月　日
　財団法人県民ボランティア振興基金　理事長  様
                        　　 　　　　申請者　住　　所
                         　　      　　　　  団体名
                          　　    　 　　　  代表者名　　　　　　　　　　　印
○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金交付申請書
　○○年度災害ボランティア活動促進事業について、災害ボランティア活動促進事業支援金　　　○○円を交付されるよう、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第３条の規定により、　次の関係書類を添えて申請します。
　関係書類
事業計画書（様式○○号）
（注）「事業計画書」は、事業内容に応じて、様式第２号から様式第８号のうち、必要な様式を添付すること。
様式第７号（第３条関係）

災害避難者支援事業（イ）計画書
１．事業内容
	事業実施

予定期間
	　平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日

	実施場所
	
	事業に係わるボランティアの人数
	　　　　　　人

	団体名


	

	事業概要

（事業計画）
	

	事業実施により

期待できる効果
	


２．団体に関する調書
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容

	団体名
	

	団体の所在地　
	

	TEL／FAX
	

	代表者
	氏名
	

	
	住所
	

	設立年月日
	年　　　月　　　日

	団体の設立目的　
	

	会員数　　　　
	人

	これまでの主な活動
	

	今後の活動予定・ 方針
	

	団体の財政規模
(各会計年度の総支出額）
　
	前々年度決算額
	円

	
	前年度決算額
	円

	
	今年度予算額
	円

	他の団体等からの資金助成又は委託の実績
（過去３カ年）　
	


※複数の団体が共同で実施する場合は、各団体分を提出してください。
３．事業に要する経費
収　入  （Ａ）                                                       　（単位：円）
	費　　　　目
	金　　　額
	経　費　の　内　訳
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	事業に伴う収入
	
	


支　出  （Ｂ）
	費　　　　目
	金　　　額
	経費の内訳（単位：円）
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	　　　　　　　

	通信運搬費
	
	

	燃料費
	
	

	使用料賃借料


	
	

	支出合計
	
	

	支援金要望額   （千円未満切り捨て）
{　(Ｂ)　－　(Ａ)　}　×10/10以内

· 　ただし、100千円が上限額　
　


	                  　　　円


（関係書類）

①申請団体の組織運営に関する規則（定款、規約等）複数の非営利団体が共同で企画実施する場合、各団体分を提出すること。（以下⑤～⑥も同じ。）

②申請団体の本事業年度の事業計画書（様式自由）
③申請団体の本事業年度の収支予算書（様式自由）
※事業に直接必要な経費に限ります。

以下の経費は対象経費外となりますのでご注意ください。

備品購入（購入金額３万円以上のもの）、事務所の家賃、電話代、インタ

ーネット接続料
様式第８号（第３条関係）

災害避難者支援事業（ロ）計画書
１．事業内容
	相談会名称
	

	実施予定期日
	　平成　　　年　　　月　　　日

	実施場所
	
	事業に係わるボランティアの人数
	　　　　　　人

	主　催

（共　催）
	

	事業内容
	

	事業実施により

期待できる効果
	


２．専門家に関する調書
	項　　　目
	内　　　　　　　　　容

	氏名
	

	有する専門資格　
	

	TEL／FAX
	

	事務所
	事務所等の名称
	

	
	事務所等の
所在地
	

	事務所等の設立年月日
	年　　　月　　　日

	これまでの主な活動
	

	今後の活動予定・ 方針
	


３．事業に要する経費
収　入  （Ａ）                                                       　（単位：円）
	費　　　　目
	金　　　額
	経　費　の　内　訳
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	事業に伴う収入
	
	


支　出  （Ｂ）
	費　　　　目
	金　　　額
	経費の内訳（単位：円）
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	　　　　　　　

	通信運搬費
	
	

	使用料賃借料


	
	

	交通費
	
	

	支出合計
	
	

	支援金要望額   （千円未満切り捨て）
{　(Ｂ)　－　(Ａ)　}　×10/10以内

· 　ただし、50千円が上限額　
　


	                  　　　円


※事業に直接必要な経費に限ります。

以下の経費は対象経費外となりますのでご注意ください。

備品購入（購入金額３万円以上のもの）、事務所の家賃、電話代、インタ

ーネット接続料
様式第９号（第４条関係）
○○ボ振基第○○号
　　　　　○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金交付決定通知書
                                            住　所
                                            団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　年　月　日付で申請のあった○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金の交付については、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第４条の規定により次のとおり交付することに決定したので通知します。
　　　　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　財団法人県民ボランティア振興基金　
                                　　　          理事長名　　　　　　　　　　印
記
１．交付決定額　　　　　　　円
２．交付決定の内容
３．交付の条件
様式第１０号（第６条関係）

                                                 　　　　　　　年　月　日
　財団法人県民ボランティア振興基金　理事長  様
                        　　 　　　　　　　申請者　住　　所
                         　　      　　　　　　　　団体名
                          　　    　 　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　印
○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金に
係る事業変更承認申請書
　年　月　日付け、○○ボ振基第○○号で交付の決定のあった○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金の内容について、下記のとおり変更したいので、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第６条の規定により申請します。
記
１．変更の内容
２．変更の理由
様式第１１号（第７条関係）

                                                 　　　　　　　年　月　日
　財団法人県民ボランティア振興基金　理事長　様
                        　　 　　　　　　　申請者　住　　所
                         　　      　　　　　　　　団体名
                          　　    　 　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　印
○○年度災害ボランティア活動促進事業に係る事業中止・廃止承認申請書
　年　月　日付け、○○ボ振基第○○号で交付の決定のあった○○年度災害ボランティア活動促進事業の内容について、事業を中止・廃止したいので、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第７条の規定により申請します。
記
○中止・廃止の理由
（注）申請にあたって、中止の場合は、「・廃止」を、廃止の場合は「中止・」を削除すること。
様式第１２号（第９条関係）

                                            　　　　　　　　　　年　　月　　日
　財団法人県民ボランティア振興基金  理事長  様
                        　　 　　　　　　　申請者　住　　所
                         　　      　　　　　　　　団体名
                          　　    　 　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　印
○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金実績報告書
　年　月　日付け、○○ボ振基第○○号で交付の決定の通知があった○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金について、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第９条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。
　関係書類
１．事業報告書（様式第○○号）
２．支出証拠書類
３．実施状況を示す写真
４．その他の関係書類
（注）１．「事業報告書」は、事業内容に応じて、様式第１３号から様式第１９号のうち、必要な様式を添付すること。
２．「支出証拠書類」は、支援金の対象となった経費のうち、１件の支出金額が３万円を超えるものの領収書等を添付すること。
３．「その他の関係書類」は、各様式中に指定した「その他の関係書類」を添付すること。
様式第１８号（第９条関係）

災害避難者支援事業（イ）報告書
　　　　　　　　
１．事業内容
	事業実施期日
	平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日

	実施場所
	
	事業に係わったボランティアの人数
	　　　　　　人

	団体名
	

	事業内容
	

	事業実施の効果
	

	支援を行った

避難者について

（※該当するものに○）
	出身県および世帯数　　岩手県（　　世帯）・宮城県（　　世帯）

福島県（　　世帯）・茨城県（　　世帯）

その他（　　世帯）
世帯主の年代　１０代以下（　　世帯）・２０代（　　世帯）

３０代（　　世帯）・４０代（　　世帯）

５０代（　　世帯）・６０代（　　世帯）

７０代以上（　　世帯）




２．事業に要した経費
収　入  （Ａ）                                                       　（単位：円）
	費　　　　目
	金　　　額
	経　費　の　内　訳
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	事業に伴う収入
	
	


支　出  （Ｂ）
	費　　　　目
	金　　　額
	経費の内訳（単位：円）
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	　　　　　　　

	通信運搬費
	
	

	燃料費
	
	

	使用料賃借料


	
	

	支出合計
	
	

	支援金要望額   （千円未満切り捨て）
{　(Ｂ)　－　(Ａ)　}　×10/10以内

· 　ただし、100千円が上限額　
　


	                  　　　円


　
※事業に直接必要な経費に限ります。

以下の経費は対象経費外となりますのでご注意ください。

備品購入（購入金額３万円以上のもの）、事務所の家賃、電話代、インタ

ーネット接続料
  ※消耗品については、経費の内訳欄にその使途を明記すること。

様式第１９号（第９条関係）

災害避難者支援事業（ロ）報告書
　　　　　　　　
１．事業内容
	相談会名称
	

	実施期日
	　平成　　　年　　　月　　　日

	実施場所
	
	事業に係わったボランティアの人数
	　　　　　　人

	主　催

（共　催）
	

	事業内容
	

	事業実施の効果
	


（その他の関係書類）
　研修会の開催要項、配付資料の写し
２．事業に要した経費
収　入  （Ａ）                                                       　（単位：円）
	費　　　　目
	金　　　額
	経　費　の　内　訳
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	事業に伴う収入
	
	


支　出  （Ｂ）
	費　　　　目
	金　　　額
	経費の内訳（単位：円）
単価、数量、回数等をわかりやすく記入してください。

	消耗品費
	
	

	印刷製本費
	
	　　　　　　　

	通信運搬費
	
	

	使用料賃借料


	
	

	交通費
	
	

	支出合計
	
	

	支援金要望額   （千円未満切り捨て）
{　(Ｂ)　－　(Ａ)　}　×10/10以内

· 　ただし、50千円が上限額　
　


	                  　　　円


※事業に直接必要な経費に限ります。

以下の経費は対象経費外となりますのでご注意ください。

備品購入（購入金額３万円以上のもの）、事務所の家賃、電話代、インタ

ーネット接続料
  ※消耗品については、経費の内訳欄にその使途を明記すること。

様式第２０号（第10条関係）
                                             　　　　　　　○○ボ振基第○○号
○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金確定通知書
                                            住所
                                            団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　年　月　日付け、○○ボ振基第○○号で交付の決定をした○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金については、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第10条の規定により次のとおりその額を確定したので通知します。
　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　　財団法人県民ボランティア振興基金　
                                          　　理事長名　　　　　　　　　　印
記
１．交付決定額　　　　　　　円
２．交付確定額　　　　　　　円
様式第２１号（第11条第１項関係）
○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金交付請求書
金　　　　　　　　円
　年　月　日付け、○○ボ振基第○○号で額の確定の通知があった○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金を上記のとおり交付されるよう、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第11条第１項の規定により、請求します。
　　　年　月　日
　財団法人県民ボランティア振興基金  理事長  様
　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　住　　所
                                      　団体名
                                      　代表者名　　　　　　　　　　　　印
交付決定額　　　　　　　円
既払額　　　　　　　円
今回請求額　　　　　　　円
 　　　　【振込先】
	金融機関名
	

	支店名
	

	口座種別
	普通　・　当座　　　（いずれかに○をつける）

	口座番号
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
口座名義人
	


様式第２２号（第11条第２項関係）
○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金概算払交付請求書
金　　　　　　　円
　年　月　日付け、○○ボ振基第○○号で交付の決定の通知があった○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金のうち上記金額を交付されるよう、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第11条第２項の規定により、請求します。
　　　　　　年　月　日
　財団法人県民ボランティア振興基金　理事長  様
                   　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　住　　所
                                     　　　　 団体名
                                      　　　　代表者名　　　　　　　　　　印
交付決定額　　　　　　　　　円
今回請求額                  円
 　　　　【振込先】
	金融機関名
	

	支店名
	

	口座種別
	普通　・　当座　　　（いずれかに○をつける）

	口座番号
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
口座名義人
	


様式第２３号（第11条第２項関係）
請求内訳書
                                                                　　 単位：円
	費　　目
	内容及び算出の基礎
	金　　額

	
	
	

	合　　 　計
	
	


　請求に係る支援対象経費の内訳を費目別に記入してください。
様式第２４号（第12条関係）
○○ボ振基第○○号　　　
○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金交付決定取消通知書
                                            住　　所
                                            団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　年　月　日付け、○○ボ振基第○○号で交付の決定をした○○年度災害ボランティア活動促進事業支援金については、災害ボランティア活動促進事業支援金交付要綱第12条の規定により、下記の額について交付の決定を取消したので通知します。
　年　月　日
　　　　　　　　　財団法人県民ボランティア振興基金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　記　
交付決定額　　　　　　　　円のうち取消額　　　　　　　円
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